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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第140期中及び第140期は、「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」の早期適用に伴い、減損損失2,368百万円を特別損失に計上しております。 

３ 第140期中、141期中及び第142期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、関連会社の発

行する潜在株式は存在しておりますが、１株当たり中間純損失金額であるため記載しておりません。 

４ 従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の平均雇用人員であります。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第140期中 第141期中 第142期中 第140期 第141期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 28,411 26,100 23,164 67,310 64,087

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) 716 △520 △604 3,119 1,300

中間純損失(△)又は 
当期純利益

(百万円) △548 △383 △431 739 565

純資産額 (百万円) 30,602 31,744 32,180 31,533 33,751

総資産額 (百万円) 75,426 72,802 74,453 78,215 80,599

１株当たり純資産額 (円) 487.48 505.75 511.59 501.12 537.59

１株当たり中間純損失
金額(△)又は当期純利
益金額

(円) △8.73 △6.11 △6.87 10.54 8.45

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― 10.49 8.41

自己資本比率 (％) 40.6 43.6 43.0 40.3 41.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 900 2,187 498 △117 4,070

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 117 △475 963 △375 △1,467

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,842 △2,823 △1,993 △810 △2,234

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 4,115 3,524 4,473 4,636 5,004

従業員数 (名)
1,819
[297]

1,746
[296]

1,774
[265]

1,784
[317]

1,746
[346]



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第140期中及び第140期は、「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」の早期適用に伴い、減損損失2,368百万円を特別損失に計上しております。 

３ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

４ 従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の平均雇用人員であります。 

  

回次 第140期中 第141期中 第142期中 第140期 第141期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 27,267 24,732 22,056 60,914 58,244

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) 822 △365 △81 2,441 498

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(百万円) △529 △251 130 371 63

資本金 (百万円) 6,270 6,270 6,270 6,270 6,270

発行済株式総数 (千株) 62,844 62,844 62,844 62,844 62,844

純資産額 (百万円) 25,807 26,724 27,051 26,340 28,077

総資産額 (百万円) 64,814 63,861 65,221 67,602 70,286

１株当たり配当額 (円) 3.50 3.50 3.50 7.00 7.00

自己資本比率 (％) 39.8 41.8 41.5 39.0 39.9

従業員数 (名)
1,069
[175]

1,059
[163]

1,035
[152]

1,050
[173]

1,028
[160]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間における平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係については、特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

信号システム事業 1,328(201)

電気機器事業 233( 29)

全社(共通) 213( 35)

合計 1,774(265)

従業員数(名) 1,035(152)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、大企業を中心に輸出・設備投資をはじめとした堅調な企

業活 動や個人消費の増勢などを背景に、景気は底堅く順調に推移いたしました。  

 当社グループの関連する業界におきましては、電気機器事業の半導体応用機器関連は順調に推移した

もの の、信号システム事業の鉄道信号システム関連は低価格化の定着、また、道路交通管制システム関

連は国お よび各都道府県における財政逼迫による事業抑制に加え、低価格化も進むなど、収益面を中心

として厳しい 事業環境のうちに推移いたしました。  

 このようななかで当社グループは、市場の変化に即応した生産・販売体制の整備拡充や経営効率化の

ため の体質改善策を講じ、顧客ニーズに基づく製品の高機能・高品質化や低価格・短納期化に取り組ん

でまいり ました。セグメント別には、電気機器事業は産業機器用電源装置が液晶パネルの大型化に伴う

活発な設備投 資に支えられ順調に推移いたしましたが、信号システム事業は当初計画どおりに堅調に推

移しているものの 競争激化による低価格化などにより採算を圧迫することとなりました。  

 この結果、当社グループの業績につきましては、対前年同期比では下回るものの、当初計画を若干上

回り、 受注高３８６億５千２百万円（対前年同期比０．６％減）、売上高２３１億６千４百万円（対前

年同期比 １１．２％減）となりました。  

 また、利益につきましても、当初計画に対し若干改善致しましたが、４億３千１百万円の中間純損失

を計 上するやむなきに至りました（前年同期は３億８千３百万円の中間純損失）。  

 

セグメント別の概況は、以下のとおりであります。 

 

〔信号システム事業〕 

 鉄道信号システムにつきましては、主要な顧客である鉄道事業者の設備投資計画が活発になりつつあ

りますが、その計画の具体化の遅れ、低価格化による厳しい事業環境、数期前から続いた大規模案件が

一段落したことなどにより、受注高・売上高とも前年同期に比べては減少となりましたが、ほぼ当初計

画通りに推移いたしました。 

 公営交通関係では、日暮里舎人線向け新交通信号システム、東京地下鉄向け信号保安装置などの受注

がありましたものの、全般的に単品や小規模案件が多かったことや、顧客の設備投資の下期への繰延べ

などにより受注高・売上高とも前年同期に比べて減少となりました。 

 また、民鉄関係では、前期に引き続き京浜急行電鉄・京成電鉄向けＡＴＳ装置機能向上をはじめ、東

京急行電鉄目黒線立体交差工事・東横線線増工事ほか、各社の駅改良や更新などの受注がありましたも

のの、受注高は前年同期に比べて減少し、売上高は横ばいとなりました。 

 一方、ＪＲ関係では、東日本旅客鉄道向けＡＴＳ車上装置、博多総合車両所ＡＴＣ地上装置、東海道

新幹線の信号設備改修やＮ７００系ＡＴＣ車上装置、青函トンネル信号保安装置などの受注に より、

受注高は前年同期に比べて増加となりましたものの、売上高は減少となりました。 

輸出につきましては、前期に引き続き中国鉄道向け電子連動装置用品とアトランタ国際空港向け新 交

通信号システムなどの受注により、受注高は前年同期に比べて増加となりましたものの、台湾高速鉄道

向け信号保安装置、ベネズエラ・カラカス近郊線向け信号保安装置など大型案件の収束により、売上高

は減少となりました。 



 道路交通管制システムにつきましては、社会資本整備重点計画法に基づく交通安全施設等整備事業

の４年目にあたり、政府は引き続き交通環境の改善、安全で円滑な交通の確保を目指した施策を実施い

たしました。 

 しかしながら、国および各都道府県の財政逼迫による事業の抑制、事業予算の見直し、削減、さらに

競争激化による低価格化などが続き、事業環境は大変厳しい状況が続いております。 

このような状況下、交通管理システムの高度化機器、道路交通情報提供装置、ＬＥＤ式交通情報板、Ｌ

ＥＤ式交通信号灯器など各種交通制御機器の受注に鋭意努力いたしましたが、受注高・売上高とも前年

同期に比べて減少となりました。 

 この結果、信号システム事業全体といたしましては、ほぼ当初計画通りに推移し、受注高３０４億８

千万円（対前同年期比８．７％減）、売上高１６７億６千２百万円（対前年同期比２０．１％減）とな

りました。 

 

〔電気機器事業〕 

 半導体応用機器につきましては、引き続き堅調に推移し当初計画を上回り、受注高・売上高とも前年

同期に比べて増加となりました。 

 通信設備用電源装置は、電力・ガス会社が設備投資抑制を継続するなか、携帯電話基地局用電源設備

の前倒し発注が貢献し、受注高・売上高とも前年同期に比べて増加となりました。 

 産業機器用電源装置は、引き続き大型液晶テレビの急速な普及を背景として液晶製造装置用ＲＦ電源

を中心に好調に推移し、受注高・売上高とも前年同期に比べて増加となりました。 

 特殊工作機械、各種表示装置、各種管理システムにつきましては、工作機械・ターンゲート・転落検

知マットなどの受注により、受注高は前年同期に比べて増加となりましたものの、売上高は横ばいとな

りました。 

 この結果、電気機器事業全体といたしましては、当初計画を上回り、受注高８１億７千１百万円（対

前年同期比４８．８％増）、売上高６４億２百万円（対前年同期比２５．０％増）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金および現金同等物は、前年同期末に比べて９億４千８百万円増の

４４億７千３百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、棚卸資産の増加と仕入債務の減少がありましたが、売上債権の

減少などがあり、４億９千８百万円のプラスとなりました。 

これは、前年同期に比べて１６億８千９百万円の減少であります。（前年同期プラス２１億８千７百万

円） 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払い戻し収入などにより、９億６千３百万円のプラ

スとなりました。 

これは、前年同期に比べて１４億３千８百万円の増加であります。（前年同期マイナス４億７千５百万

円） 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済などにより、１９億９千３百万円のマイナスとな

りました。 

これは、前年同期に比べて８億３千万円の増加であります。（前年同期マイナス２８億２千３百万円）

 

 

 

 

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
（注）1. 主要な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 
 2. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

信号システム事業 22,115 10.0

電気機器事業 7,049 54.6

合計 29,164 18.3

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

信号システム事業 30,480 △8.7 37,744 21.3

電気機器事業 8,171 48.9 5,597 117.6

合計 38,652 △0.6 43,341 28.6

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

信号システム事業 16,762 △20.1

電気機器事業 6,402 25.0

合計 23,164 △11.2

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

三菱重工業株式会社 4,100 15.7 1,428 6.1

東京エレクトロンＡＴ株式会社 1,713 6.5 2,773 11.9



３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しにつきましては、景気の回復に向けた動きが期待されるものの、原油など原材料価格の

上 昇による企業収益への影響などが懸念され、企業を取り巻く状況は依然として楽観を許さぬものが

ありま す。  

 このような状況のなかで、当社グループはカスタマーオリエンテッドに徹して、「品質と技術」「価

格と 納期」をベースとした顧客の信頼度の向上、価格下落への対応力の強化と差別化商品の市場投入

の加速に よる競争力の強化を通じて必要利益の確保を、また資産効率の改善による企業基盤の強化を

図り、あわせ てＣＳＲ（企業の社会的責任）を果たすことで一部に偏重することなくすべてのステー

クホルダーに対し て長期的、安定的、継続的に報いるために当社グループの事業の成長、企業価値の

向上を目指してまいり ます。  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間の研究開発費は、信号システム事業４億６百万円、電気機器事業６千万円、共通研究開発

費５千３百万円で、総額５億２千万円であります。  

 研究開発につきましては、事業戦略の上で急務となっております製品開発および製品改良等の研究課題に取り

組んでおります。 

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 62,844,251 62,844,251

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部)

―

計 62,844,251 62,844,251 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年9月30日 ― 62,844,251 ― 6,270 ― 4,625



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
（注） ダルトン・インベストメンツ・エルエルシーから平成18年3月14日付の大量保有報告書、平成18

年6月7日付の変更報告書No1及び平成18年11月6日付の訂正報告書の写しの送付があり、平成18年5

月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けましたが,当社として当中間会計期間末現

在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めておりません。 

 なお、その内容は次のとおりであります。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋３丁目５番12号 5,445 8.66

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい３丁目１番１号 3,124 4.97

シージーエムエルーアイピービ
ーカスタマーコラテラルアカウ
ント

東京都品川区東品川２丁目３番14号
（常代）シティバンク、エヌ・エイ東京支店

3,007 4.78

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 2,700 4.30

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,292 3.65

京三みづほ会
横浜市鶴見区平安町２丁目29番
株式会社京三製作所資材部

2,179 3.47

大和生命保険株式会社 東京都千代田区内幸町１丁目１番７号 2,112 3.36

京三製作従業員持株会 横浜市鶴見区平安町２丁目29番１号 2,104 3.35

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505012

東京都中央区日本橋兜町６番７号
（常代）㈱みずほコープレーション銀行 
兜町証券決済業務室

1,537 2.45

ソシエテジエネラル,パリ
東京都中央区日本橋３丁目11番１号
（常代）香港上海銀行東京支店

1,405 2.24

計 ― 25,907 41.2

大量保有者
ダルトン・インベストメンツ・エルエルシー
（Ｄalton Investments LLC)

住所
12424 Wilshire Boulevard, Suite 600, Los Angeles
CA 90025, U.S.A

所有株式数 4,842,000株

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(%)

7.70％



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権5個)含まれ

ております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式363株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前期有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までに役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式 62,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

62,558,000
62,558

同上

単元未満株式
普通株式

224,251
― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 62,844,251 ― ―

総株主の議決権 ― 62,558 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社京三製作所

横浜市鶴見区平安町 
２丁目29番地の１

62,000 ― 62,000 0.09

計 ― 62,000 ― 62,000 0.09

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 450 442 429 434 423 420

最低(円) 424 400 385 381 394 396



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号、以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号、以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表については、港陽監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間(平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間

連結財務諸表及び中間財務諸表については、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 前中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び前中間会計期間の中間財務諸表 港陽監査法人 

 当中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び当中間会計期間の中間財務諸表 監査法人トーマツ 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,357 5,316 7,259

 ２ 受取手形及び売掛金 17,393 16,106 24,811

 ３ たな卸資産 22,654 24,651 19,280

 ４ その他 1,433 1,270 1,183

   貸倒引当金 △10 △11 △34

   流動資産合計 46,828 64.3 47,334 63.6 52,501 65.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１ 
※２

  (1) 建物及び構築物 2,573 2,487 2,536

  (2) 土地 3,938 3,921 3,928

  (3) その他 1,834 8,346 2,037 8,446 2,148 8,613

 ２ 無形固定資産 405 569 542

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 14,742 15,290 16,794

  (2) 繰延税金資産 1,262 1,574 888

  (3) その他 1,288 1,340 1,330

    貸倒引当金 △72 17,221 △101 18,103 △70 18,943

    固定資産合計 25,973 35.7 27,119 36.4 28,098 34.9

    資産合計 72,802 100.0 74,453 100.0 80,599 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 11,516 13,281 15,723

 ２ 短期借入金 ※２ 14,321 7,931 13,378

 ３ 未払法人税等 87 83 605

 ４ 役員賞与引当金 ― 25 ―

 ５ 受注損失引当金 ― 73 ―

 ６ その他 5,023 5,585 5,109

   流動負債合計 30,949 42.5 26,980 36.2 34,817 43.2

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 1,309 6,738 3,063

 ２ 退職給付引当金 8,103 8,060 8,186

 ３ 役員退職慰労引当金 469 179 539

 ４ その他 7 314 5

   固定負債合計 9,888 13.6 15,292 20.6 11,794 14.6

   負債合計 40,837 56.1 42,273 56.8 46,612 57.8

(少数株主持分)

  少数株主持分 219 0.3 ― ― 235 0.3

(資本の部)

Ⅰ 資本金 6,270 8.6 ― ― 6,270 7.8

Ⅱ 資本剰余金 4,667 6.4 ― ― 4,667 5.8

Ⅲ 利益剰余金 16,869 23.2 ― ― 17,598 21.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

4,039 5.5 ― ― 5,327 6.6

Ⅴ 為替換算調整勘定 △78 △0.1 ― ― △66 △0.1

Ⅵ 自己株式 △23 △0.0 ― ― △45 △0.0

  資本合計 31,744 43.6 ― ― 33,751 41.9

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計

72,802 100.0 ― ― 80,599 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 6,270 8.4 ― ―

 ２ 資本剰余金 ― ― 4,625 6.2 ― ―

 ３ 利益剰余金 ― ― 16,912 22.7 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △47 △0.0 ― ―

   株主資本合計 ― ― 27,761 37.3 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 4,390 5.9 ― ―

 ２ 為替換算調整勘定 ― ― △69 △0.1 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 4,321 5.8 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 97 0.1 ― ―

  純資産合計 ― ― 32,180 43.2 ― ―

  負債純資産合計 ― ― 74,453 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 26,100 100.0 23,164 100.0 64,087 100.0

Ⅱ 売上原価 22,254 85.3 19,595 84.6 54,057 84.4

   売上総利益 3,845 14.7 3,569 15.4 10,029 15.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 諸給与 1,261 1,217 2,462

 ２ 賞与 431 268 775

 ３ 減価償却費 76 75 163

 ４ 貸倒引当金繰入額 ― 10 15

 ５ 役員退職慰労 
   引当金繰入額

65 63 114

 ６ 役員賞与 
   引当金繰入額

― 25 ―

 ７ その他 2,598 4,432 16.9 2,531 4,192 18.1 5,356 8,888 13.8

   営業利益又は 
   営業損失（△）

△586 △2.2 △623 △2.7 1,140 1.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取配当金 72 61 96

 ２ 持分法による 
   投資利益

93 77 215

 ３ 雑収益 95 261 1.0 39 178 0.8 190 502 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 111 107 230

 ２ 手形売却損 19 17 36

 ３ 支払金融費用 39 23 61

 ４ 雑支出 24 195 0.8 10 159 0.7 15 343 0.5

   経常利益又は 
   経常損失（△）

△520 △2.0 △604 △2.6 1,300 2.0

Ⅵ 特別利益

 １ 過年度損益修正益 ― 22 ―

 ２ 固定資産売却益 ※1 ― ― 34 57 0.3 ― ―

Ⅶ 特別損失

 １ 過年度損益修正損 ― ― 220

 ２ 固定資産売廃却損 ※2 16 10 49

 ３ ゴルフ会員権評価損 15 0 12

 ４ 和解金等 ― 32 0.1 3 14 0.1 46 327 0.5



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

   税金等調整前中間純 
   損失(△)又は税金等 
   調整前当期純利益 
   

△552 △2.1 △561 △2.4 972 1.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

54 56 430

   過年度法人税等 
   追徴額

― ― 498

   法人税等調整額 △213 △159 △0.6 △50 6 0.0 △528 401 0.6

   少数株主利益又は  
   少数株主損失（△）

△9 △0.0 △137 △0.5 5 0.0

   中間純損失(△) 
   又は当期純利益

△383 △1.5 △431 △1.9 565 0.9



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,667 4,667

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高 4,667 4,667

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 17,551 17,551

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 ― ― 565 565

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 219 439

 ２ 取締役賞与 77 78

 ３ 中間純損失 383 682 ― 518

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 16,869 17,598



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注)定時株主総会における利益処分であります。 

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,270 4,667 17,598 △45 28,490

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △219 △219

 役員賞与（注） △34 △34

 中間純損失 △431 △431

 自己株式の取得 △1 △1

  資本剰余金の取崩し △41 △41

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― △41 △685 △1 △729

平成18年９月30日残高(百万円) 6,270 4,625 16,912 △47 27,761

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算 
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,327 △66 5,261 235 33,987

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △219

 役員賞与 △34

 中間純損失 △431

 自己株式の取得 △1

 資本剰余金の取崩し △41

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△936 △2 △939 △137 △1,077

中間連結会計期間中の 
変動額合計(百万円)

△936 △2 △939 △137 △1,806

平成18年９月30日残高(百万円) 4,390 △69 4,321 97 32,180



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間純損失(△) 

   又は税金等調整前当期純利益
△552 △561 972

   減価償却費 400 407 847

   貸倒引当金の増減額(減少：△) △6 8 14

   退職給付引当金の増減額 

   (減少：△)
△492 △485 △409

   固定資産売却益 ― △34 ―

   固定資産売廃却損 16 10 45

   持分法による投資損益(益：△) △93 △77 △215

   受取利息及び受取配当金 △73 △63 △98

   支払利息 111 107 230

   売上債権の増減額(増加：△) 5,393 8,700 △2,008

   たな卸資産の増減額(増加：△) 157 △5,373 3,538

   仕入債務の増減額(減少：△) △1,638 △2,441 2,562

   取締役賞与の支払額 △77 △34 △78

   その他 △126 938 △83

     小計 3,016 1,098 5,318

   利息及び配当金の受取額 92 95 135

   利息の支払額 △107 △109 △217

   法人税等の支払額 △813 △585 △1,166

    営業活動による 

    キャッシュ・フロー
2,187 498 4,070

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △39 △156 △632

   定期預金の払戻による収入 103 1,567 276

   投資有価証券の取得による支出 △13 △68 △309

   投資有価証券の売却による収入 ― ― 499

   有形固定資産の取得による支出 △622 △337 △1,169

   有形固定資産の売却による収入 2 43 6

   無形固定資産の取得による支出 △56 △73 △251

   その他 150 △11 113

    投資活動による 

    キャッシュ・フロー
△475 963 △1,467



 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額(減少：△) △2,359 △445 △3,216

   長期借入れによる収入 70 4,000 2,170

   長期借入金の返済による支出 △313 △5,325 △746

   配当金の支払額 △219 △219 △439

   その他 △1 △2 △2

    財務活動による 

    キャッシュ・フロー
△2,823 △1,993 △2,234

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 

  (減少：△)
△1,111 △531 368

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 4,636 5,004 4,636

Ⅶ 現金及び現金同等物中間期末 

  (期末)残高
3,524 4,473 5,004



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

   連結子会社数は８社でありま

す。

   主要な連結子会社の名称

    京三電設工業株式会社

    京三精機株式会社

   子会社のうち信号工業株式会

社は、合計の総資産・売上高・

中間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて小規模であり、

全体として中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしておりませ

んので、連結の範囲に含めてお

りません。

１ 連結の範囲に関する事項

同左

１ 連結の範囲に関する事項

   連結子会社数は８社でありま

す。 

 連結子会社名は「第１ 企業

の概況 ４関係会社の状況」に

記載しているため省略しており

ます。

   子会社のうち信号工業株式会

社は、合計の総資産・売上高・

当期純利益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて小規模であり、

全体として連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしておりませんの

で、連結の範囲に含めておりま

せん。

２ 持分法の適用に関する事項

   非連結子会社１社及び関連会

社２社のうち、関連会社日本イ

ンター株式会社に対する投資に

ついて持分法を適用しておりま

す。

   非連結子会社信号工業株式会

社及び関連会社大阪整流器株式

会社については、それぞれ中間

純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から

除いても中間連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がありませ

んので、持分法の適用範囲から

除外しております。

２ 持分法の適用に関する事項

同左

２ 持分法の適用に関する事項

   非連結子会社１社及び関連会

社２社のうち、関連会社日本イ

ンター株式会社に対する投資に

ついて持分法を適用しておりま

す。

   非連結子会社信号工業株式会

社及び関連会社大阪整流器株式

会社については、それぞれ当期

純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がありませんの

で、持分法の適用範囲から除外

しております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

   連結子会社は親会社と同じ中

間決算日であります。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

   連結子会社は親会社と同じ決

算日であります。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  (イ)有価証券

    満期保有目的の債券

     償却原価法(定額法)

    その他有価証券

     時価のあるもの

       中間決算末日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定)

     時価のないもの

              移動平均法による 

原価法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  (イ)有価証券

    満期保有目的の債券

同左

    その他有価証券

     時価のあるもの

       中間決算末日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定)

     時価のないもの

        移動平均法による 

原価法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  (イ)有価証券

    満期保有目的の債券

同左

    その他有価証券

     時価のあるもの

       決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は、全部資本直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定)

     時価のないもの

同左

  (ロ)たな卸資産

    製品、仕掛品

     個別法による原価法

    半製品、原材料

     総平均法による原価法

  (ロ)たな卸資産

    製品、仕掛品

同左

    半製品、原材料

同左

  (ロ)たな卸資産

    製品、仕掛品

同左

    半製品、原材料

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  (イ)有形固定資産

      主として当社及び国内連

結子会社は定率法、在外子

会社は定額法によっており

ます。

     ただし、当社及び国内連

結子会社において、平成10

年４月１日以降取得の建物

(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法によってお

ります。

     なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

その他 ２～20年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  (イ)有形固定資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  (イ)有形固定資産

同左

  (ロ)無形固定資産

    定額法

     なお、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっ

ております。

  (ロ)無形固定資産

同左

  (ロ)無形固定資産

同左

 (ハ)長期前払費用

     定額法

  (ハ)長期前払費用

同左

  (ハ)長期前払費用

同左



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基準

  (イ)貸倒引当金

     売掛金等の債権貸倒れに

よる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上してお

ります。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  (イ)貸倒引当金

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  (イ)貸倒引当金

同左

  （ロ）    ―――――   （ロ）役員賞与引当金

     役員の賞与支給に備える

ため、当連結会計年度にお

ける支給見込額に基づき、

当中間連結会計期間負担額

を計上しております。

  （ロ）    ――――― 

 

  (ハ)退職給付引当金

     従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。

     過去勤務債務は、その発

生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数（5年）による定額法

により按分した額を費用処

理しております。

     数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度より費用処

理しております。

  (ハ)退職給付引当金

       同左

  (ハ)退職給付引当金

     従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上しております。

     過去勤務債務は、その発

生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数（5年）による定額法

により按分した額を費用処

理しております。

     数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度より費用処

理しております。

  (ニ)役員退職慰労引当金

     役員及び執行役員の退職

により支給する退職慰労金

に充てるため、支給内規に

基づく中間期末要支給額を

計上しております。

  (ニ)役員退職慰労引当金

 連結子会社において、役

員及び執行役員の退職によ

り支給する退職慰労金に充

てるため、支給内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

しております。

  (ニ)役員退職慰労引当金

     役員及び執行役員の退職

により支給する退職慰労金

に充てるため、支給内規に

基づく期末要支給額を計上

しております。

  （ホ）    ―――――   (ホ)受注損失引当金

 受注契約に係る損失に備

えるため、当中間連結会計

期間末において将来の損失

発生が見込まれ、かつ当該

損失額を合理的に見積もる

ことが可能なものについて

損失見込額を引当計上して

おります。 

 

  （ホ）    ―――――



  



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (4) 重要なリース取引の処理方法

    リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (5) 重要なヘッジ会計の処理

  (イ)ヘッジ会計の方法

     金利スワップについて

は、特例処理の要件を充た

しているため、特例処理に

よっております。

 (5) 重要なヘッジ会計の処理

  (イ)ヘッジ会計の方法

同左

 (5) 重要なヘッジ会計の処理

  (イ)ヘッジ会計の方法

同左

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段

     金利スワップ取引

    ヘッジ対象

     借入金に係る変動金利

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  (ハ)ヘッジ方針

     借入金に係る金利変動リ

スクを回避する目的で金利

スワップ取引を利用してお

ります。

  (ハ)ヘッジ方針

同左

  (ハ)ヘッジ方針

同左

  (ニ)ヘッジ有効性評価の方法

     特例処理による金利スワ

ップであるため、有効性の

評価は省略しております。

  (ニ)ヘッジ有効性評価の方法

同左

  (ニ)ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項

   消費税等の会計処理

    消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項

   消費税等の会計処理

同左

 (6) その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動については僅少なリスクし

か負わない短期的な投資からな

っております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

     同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

     同左



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
追加情報 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 
―――――

（役員賞与に関する会計基準）
当中間連結会計期間より「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基
準第4 号 平成17 年11 月29 日）を
適用しております。これにより従来
と比較して、営業損失、経常損失及
び税金等調整前中間純損失はそれぞ
れ25 百万円増加しております。 
 なお、セグメント情報に与える影
響は、当該箇所に記載しておりま
す。

―――――

 
―――――

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準）

  中間連結会計期間より「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第5 号 

平成17 年12 月9 日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第8 号 平成17年

12 月9 日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響は

ありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は32,083 百万円

であります。 

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における

中間連結財務諸表の純資産の部に

つきましては、改正後の中間連結

財務諸表規則により作成しており

ます。

―――――

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

―――――

（役員退職慰労引当金）

  連結財務諸表提出会社は、役員

及び執行役員の退職により支給す

る退職慰労金に充てるため支給内

規に基づく要支給額を計上してお

りましたが、平成18 年3 月28 日

開催の取締役会において平成18 年

6 月29 日開催の定時株主総会終結

の時をもって役員退職慰労引当金

制度を廃止することを決議し、同

総会で退職慰労金の打ち切り支給

案が承認されました。 

 これに伴い「役員退職慰労引当

金」を全額取崩し、当中間連結会

計期間末における未払額310 百万

円については、固定負債の「その

他」として計上しております。

（退職給付引当金）

在   在外連結子会社における退職給

付債務等は、従来、主として年金

基金への拠出額を費用計上して認

識しておりましたが、金額的重要

性が増してきたため、当連結会計

年度より自己都合に基づく期末要

支給額を基礎として引当金を計上

することにいたしました。  

 この結果、従来の方法によった

場合に比較して、営業利益及び経

常利益は６百万円、税金等調整前

当期純利益は79百万円並びに当期

純利益は59百万円少なく計上され

ております。  

 



表示方法の変更 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

(中間連結損益計算書関係） 

前  中間連結会計期間まで、区分掲記しておりました営

業外収益の「固定資産賃貸料」(当中間連結会計期間2

百万円)は金額が僅少であるため、営業外収益の「雑

収益」に含めて表示することといたしました

 

―――――

 

 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額

12,497百万円

※１ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額

12,780百万円

※１ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額

12,548百万円

 

※２ 担保資産及び担保資産に対応

する債務

 担保資産

百万円

建物及び構築物 1,406(1,049)

機械装置及び 
運搬具

661 (661)

工具器具及び 
備品

432 (432)

土地 966 (143)

投資有価証券 6,248

計 9,715(2,287)
 

※２ 担保資産及び担保資産に対応

する債務

 担保資産

百万円

建物及び構築物 1,237(1,031)

機械装置及び
運搬具

767 (767)

工具器具及び
備品

398 (398)

土地 966 (143)

投資有価証券 4,474

計 7,845(2,340)
 

※２ 担保資産及び担保資産に対応

する債務

 担保資産

百万円

建物及び構築物 1,252(1,043)

機械装置及び
運搬具

710 (710)

工具器具及び
備品

423 (423)

土地 966 (143)

投資有価証券 4,863

計 8,216(2,321)

 

 担保資産に対応する債務

短期借入金 4,034 百万円

長期借入金 1,023

計 5,057 (500)

    上記のうち（ ）内書は工場

財団抵当並びに当該債務を示

しております。

 

 担保資産に対応する債務

短期借入金 2,764 百万円

長期借入金 2,709

計 5,473 (500)

   上記のうち（ ）内書は工場

財団抵当並びに当該債務を示

しております。

 

 担保資産に対応する債務

短期借入金 3,664 百万円

長期借入金 2,762

計 6,427 (500)

   上記のうち（ ）内書は工場

財団抵当並びに当該債務を示

しております。

３ 受取手形割引高

1,484百万円

３ 受取手形割引高

1,507百万円

３ 受取手形割引高

1,404百万円

―――――

 

４ 期末日満期手形及びファクタリ

ング対象の買掛金は期末日に決

済が行われたものとして処理し

ており、その額は以下のとお 

りであります。

受取手形 26 百万円

支払手形 642

ファクタリング
対象の買掛金

1,665

―――――

 

５ 貸出コミットメント契約

    当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引金融機

関６行と貸出コミットメント

契約を締結しております。

    この契約に基づく当中間連

結会計期間末の借入未実行残

高等は次のとおりでありま

す。

貸出コミット 
メント総額

5,000 百万円

借入実行残高 500

差引 4,500
  

５ 貸出コミットメント契約

    当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引金融機

関５行と貸出コミットメント

契約を締結しております。

    この契約に基づく当中間連

結会計期間末の借入未実行残

高等は次のとおりでありま

す。

貸出コミット
メント総額

5,000 百万円

借入実行残高 ――

差引 5,000
  

５ 貸出コミットメント契約

    当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引金融機

関６行と貸出コミットメント

契約を締結しております。

    この契約に基づく当連結会

計年度末の借入未実行残高等

は次のとおりであります。

貸出コミット
メント総額

5,000 百万円

借入実行残高 ――

差引 5,000



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  
２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

 増加数の内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加4,195株 

持分法適用会社が所有する自己株式（当社株式）の持分割合増加による当社帰属分の増加2,031株 
  
  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間 
 後となるもの 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１    ―――――  

 

 

※２ 固定資産売廃却損の内訳

建物及び構築物 6 百万円

機械装置 
及び運搬具

4

工具器具 
及び備品

4

その他 0

計 16

 

 

※１ 固定資産売却益の内訳

土地 34 百万円

※２ 固定資産売廃却損の内訳

建物及び構築物 1 百万円

機械装置 
及び運搬具

2

工具器具 
及び備品

5

その他 1

計 10

 

※１    ――――― 

 

 

※２ 固定資産売廃却損の内訳

建物及び構築物 11 百万円

機械装置
及び運搬具

10

工具器具
及び備品

11

ソフトウェア 12

その他 3

計 49

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 62,844,251 ― ― 62,844,251

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 125,829 6,226 ― 132,055

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 219 3.5 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月15日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 219 3.5 平成18年９月30日 平成18年12月８日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,357百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△1,832百万円

現金及び 
現金同等物

3,524百万円

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,316百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△843百万円

現金及び 
現金同等物

4,473百万円

 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

現金及び預金勘定 7,259百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△2,254百万円

現金及び
現金同等物

5,004百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及中間期末残高相当

額

機械装置 

(百万円)

器具・ 

備品 

(百万円)

合計 

(百万円)

取得価額 

相当額
40 496 537

減価償却 

累計額 

相当額
37 228 265

減損損失 

累計額 

相当額

― 10 10

中間期末 

残高 

相当額

3 257 260

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及中間期末残高相当

額

機械装置

(百万円)

器具・ 

備品 

(百万円)

合計 

(百万円)

取得価額 

相当額
42 499 541

減価償却 

累計額 

相当額
23 289 312

減損損失 

累計額 

相当額

― 10 10

中間期末 

残高 

相当額

18 199 217

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及期末残高相当額 

 

機械装置

(百万円)

器具・ 

備品 

(百万円)

合計 

(百万円)

取得価額 

相当額
61 505 567

減価償却 

累計額 

相当額
39 274 314

減損損失 

累計額 

相当額

― 10 10

期末残高 

相当額
21 220 241

 

(2) 未経過リース料中間期末残高 

 相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 89 百万円

１年超 175 

  計 264

リース資産減損勘定中間期末残高

            3百万円

 
  なお、取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高相当額に

ついては、未経過リース料中間期

末残高の有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。 

 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高 

 相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 80 百万円

１年超 147

  計 228

リース資産減損勘定中間期末残高

            2百万円

同左 

 

 

(2) 未経過リース料期末残高 

 相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 86 百万円

１年超 158

計 244

リース資産減損勘定期末残高

             2百万円

  なお、取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当額につい

ては、未経過リース料期末残高の

有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、連結財務諸表

規則第15条の３において準用する

財務諸表等規則第８条の６第２項

の規定に基づき、支払利子込み法

により算定しております。

 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額 

 

支払リース料 42 百万円

リース資産減損勘 
定の取崩額

2

減価償却費相当額 40

 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

支払リース料 47 百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

0

減価償却費相当額 46
 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額 

 

支払リース料 91 百万円

リース資産減損勘 
定の取崩額

3

減価償却費相当額 87

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

（１）満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 
  

（２）その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 時価のあるその他有価証券の減損処理にあたっては、中間連結会計期間末及び連結会計年度末における時価の

簿価に対する下落率が50％以上の銘柄については一律に減損処理するとともに、下落率30％以上50％未満の銘

柄については、回復可能性を判定し、回復可能性がないと判断された銘柄を減損処理することとしておりま

す。 

  

（３） 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

（１）満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

（２）その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 時価のあるその他有価証券の減損処理にあたっては、中間連結会計期間末及び連結会計年度末における時価の

簿価に対する下落率が50％以上の銘柄については一律に減損処理するとともに、下落率30％以上50％未満の銘

柄については、回復可能性を判定し、回復可能性がないと判断された銘柄を減損処理することとしておりま

す。 

  

（３） 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

区分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

 国債 499 499 0

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

 株式 4,167 10,974 6,806

区分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

その他有価証券 非上場株式 916

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

 株式 4,413 11,805 7,392

区分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

その他有価証券 非上場株式 946



前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

（１）満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

（２）その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 時価のあるその他有価証券の減損処理にあたっては、中間連結会計期間末及び連結会計年度末における時価の

簿価に対する下落率が50％以上の銘柄については一律に減損処理するとともに、下落率30％以上50％未満の銘

柄については、回復可能性を判定し、回復可能性がないと判断された銘柄を減損処理することとしておりま

す。 

  

（３） 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間（平成17年９月30日現在） 

 ヘッジ会計が適用されている金利スワップ取引以外は、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（平成18年９月30日現在） 

 ヘッジ会計が適用されている金利スワップ取引以外は、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

 ヘッジ会計が適用されている金利スワップ取引以外は、該当事項はありません。 

  

  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

 株式 4,370 13,347 8,976

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 非上場株式 940



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

 
  

  

 
  

科目

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

信号システム 
事業(百万円)

電気機器事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結 
(百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 20,980 5,120 26,100 ― 26,100

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

151 1,327 1,479 (  1,479) ―

計 21,131 6,448 27,579 (  1,479) 26,100

  営業費用 21,259 5,736 26,995 (   308) 26,687

  営業利益又は 
  営業損失(△)

 △127 711 583 (  1,170) △586

科目

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

信号システム 
事業(百万円)

電気機器事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 16,762 6,402 23,164 ― 23,164

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

60 955 1,015 (  1,015) ―

計 16,822 7,357 24,180 (  1,015) 23,164

  営業費用 17,229 6,415 23,645   142 23,787

  営業利益又は 
  営業損失(△)

△407 942 534 (  1,157) △623



 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

 (1) 信号システム事業……列車運行管理システム、列車保安制御システム、交通管制システム 

 (2) 電気機器事業……電力変換装置 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間1,170百万円、

当中間連結会計期間1,157百万円、前連結会計年度2,345百万円であり、親会社の管理部門等に係る費用であ

ります。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 役員賞与に関する会計基準」に記載のとお

り、当中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を

適用しております。これにより従来の方法と比較して、当中間連結会計期間における営業費用の消去又は全

社が25百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）については、全セグメ

ントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えておりますので、所在地別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

  

科目

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

信号システム 
事業(百万円)

電気機器事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結 
(百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 53,254 10,832 64,087 ― 64,087

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

203 2,212 2,416 (    2,416) ―

計 53,458 13,045 66,503 (    2,416) 64,087

  営業費用 51,113 11,903 63,016 (   70) 62,946

  営業利益 2,344 1,142 3,486 (    2,345) 1,140



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日） 

  

 
（注） 1.地域は、地理的近接度により区分しております。各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

（１）アジア・・・・・・・・・・台湾、中国、韓国等 

（２）その他・・・・・・・・・・アメリカ等 

2.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日） 

  

 
（注） 1.地域は、地理的近接度により区分しております。各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

（１）アジア・・・・・・・・・・台湾、中国、韓国等 

（２）その他・・・・・・・・・・中近東等 

2.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

前連結会計年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日） 

  

 
（注） 1.地域は、地理的近接度により区分しております。各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

（１）アジア・・・・・・・・・・台湾、中国、韓国、シンガポール等 

（２）その他・・・・・・・・・・アメリカ等 

2.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

アジア
(百万円)

その他
(百万円)

計 
(百万円)

Ⅰ 海外売上高 4,430 1,034 5,465

Ⅱ 連結売上高 ― ― 26,100

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合
17.0% 3.9% 20.9%

アジア
(百万円)

その他
(百万円)

計 
(百万円)

Ⅰ 海外売上高 3,934 143 4,078

Ⅱ 連結売上高 23,164

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合
17.0% 0.6% 17.6%

アジア
(百万円)

その他
(百万円)

計 
(百万円)

Ⅰ 海外売上高 7,938 1,243 9,182

Ⅱ 連結売上高 64,087

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合
12.4% 1.9% 14.3%



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり中間純損失金額（△）又は当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上

の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 505円75銭 １株当たり純資産額 511円59銭 １株当たり純資産額 537円59銭

１株当たり中間純損失金額 6円11銭 １株当たり中間純損失金額 6円87銭 １株当たり当期純利益金額 8円45銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、関連会

社の発行する潜在株式は存在してお

りますが、１株当たり中間純損失金

額であるため記載しておりません。

同左

 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

8円41銭

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間純損失金額（△） 
又は当期純利益金額の算定上の基礎

中間純損失(△) 
又は当期純利益

(百万円) △383 △431 565

普通株主に帰属しない金額の内訳

 利益処分による 
 取締役賞与

(百万円) ― ― 34

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ― 34

普通株式に係る中間純損失
(△)又は当期純利益

(百万円) △383 △431 530

普通株式の期中平均株式数 (千株) 62,768 62,711 62,752

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額の算定上の基礎

当期純利益調整額(関連会
社の発行する潜在株式の影
響による持分法投資損益）

(百万円) ― ― △2

潜在株式調整後 
普通株式に係る当期純利益

(百万円) ― ― 527

潜在株式調整後 
普通株式の期中平均株式数

(千株) ― ― 62,752

希簿化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期純利益の算
定に含まなかった潜在株式の概要

― ― ―



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,261 3,082 4,792

 ２ 受取手形 414 1,128 997

 ３ 売掛金 16,234 14,407 21,052

 ４ たな卸資産 20,080 21,039 17,352

 ５ その他 930 1,911 1,241

   貸倒引当金 △9 △22 △32

   流動資産合計 40,912 64.1 41,546 63.7 45,405 64.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１ 
※２

  (1) 建物 1,992 1,928 1,966

  (2) 土地 3,003 2,996 3,003

  (3) その他 1,731 6,727 1,931 6,855 2,049 7,018

 ２ 無形固定資産 380 537 512

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 13,383 13,790 15,300

  (2) 繰延税金資産 1,123 1,198 748

  (3) その他 1,396 1,383 1,361

    貸倒引当金 △61 15,841 △91 16,281 △60 17,350

    固定資産合計 22,949 35.9 23,674 36.3 24,881 35.4

    資産合計 63,861 100.0 65,221 100.0 70,286 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 2,083 1,674 2,843

 ２ 買掛金 10,580 12,598 14,414

 ３ 短期借入金 ※２ 11,410 4,920 9,545

 ４ 未払法人税等 43 43 441

 ５ 役員賞与引当金 ― 25 ―

 ６ 受注損失引当金 ― 73 ―

 ７ その他 3,881 4,549 3,986

   流動負債合計 27,999 43.9 23,884 36.6 31,230 44.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 1,120 6,660 2,890

 ２ 退職給付引当金 7,693 7,313 7,740

 ３ 役員退職慰労引当金 320 ― 346

 ４ その他 3 312 2

   固定負債合計 9,137 14.3 14,286 21.9 10,979 15.6

   負債合計 37,136 58.2 38,170 58.5 42,209 60.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 6,270 9.8 ― ― 6,270 8.9

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 4,625 ― 4,625

   資本剰余金合計 4,625 7.2 ― ― 4,625 6.6

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,104 ― 1,104

 ２ 任意積立金 10,500 ― 10,500

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益

256 ― 351

   利益剰余金合計 11,861 18.6 ― ― 11,956 17.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

3,983 6.2 ― ― 5,242 7.4

Ⅴ 自己株式 △15 △0.0 ― ― △17 △0.0

   資本合計 26,724 41.8 ― ― 28,077 39.9

   負債資本合計 63,861 100.0 ― ― 70,286 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 6,270 9.6 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 4,625 ―

   資本剰余金合計 ― ― 4,625 7.1 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 1,104 ―

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 10,500 ―

    繰越利益剰余金 ― 262 ―

   利益剰余金合計 ― ― 11,867 18.2 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △18 △0.0 ― ―

   株主資本合計 ― ― 22,744 34.9 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 4,306 6.6 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 4,306 6.6 ― ―

   純資産合計 ― ― 27,051 41.5 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 65,221 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 24,732 100.0 22,056 100.0 58,244 100.0

Ⅱ 売上原価 21,638 87.5 18,856 85.5 50,769 87.2

   売上総利益 3,094 12.5 3,200 14.5 7,475 12.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,568 14.4 3,387 15.4 7,175 12.3

   営業利益又は 
   営業損失(△)

△474 △1.9 △187 △0.9 299 0.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 258 1.0 235 1.1 477 0.8

Ⅴ 営業外費用 ※２ 149 0.6 128 0.6 279 0.5

   経常利益又は 
   経常損失(△)

△365 △1.5 △81 △0.4 498 0.8

Ⅵ 特別利益 ※３ ― ― 319 1.4 ― ―

Ⅶ 特別損失
※４ 
 

24 0.1 7 0.0 247 0.4

   税引前中間（当期） 
   純利益又は 
   中間純損失(△)

△390 △1.6 231 1.0 250 0.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

11 8 249

   過年度法人税等 
   追徴額

― ― 498

   法人税等調整額 △150 △138 △0.6 92 100 0.4 △560 187 0.3

   中間（当期） 
   純利益又は 
   中間純損失（△）

△251 △1.0 130 0.6 63 0.1

   前期繰越利益 507 ― 507

   中間配当額 ― ― 219

   中間(当期)未処分 
   利益

256 ― 351



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,270 4,625 4,625

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ―

平成18年９月30日残高(百万円) 6,270 4,625 4,625

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,104 10,500 351 11,956 △17 22,835

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △219 △219 △219

 中間純利益 130 130 130

 自己株式の取得 △1 △1

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △88 △88 △1 △90

平成18年９月30日残高(百万円) 1,104 10,500 262 11,867 △18 22,744

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,242 5,242 28,077

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △219

 中間純利益 130

 自己株式の取得 △1

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△935 △935 △935

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△935 △935 △1,026

平成18年９月30日残高(百万円) 4,306 4,306 27,051



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

   満期保有目的の債券

  償却原価法(定額法)

   子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

 その他有価証券

  時価のあるもの

    中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定)

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

   満期保有目的の債券

同左

   子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

  時価のあるもの

    中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)

  時価のないもの

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

   満期保有目的の債券

同左

   子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

  時価のあるもの

    決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

  時価のないもの

同左

  （２）たな卸資産 

   製品、仕掛品 

    個別法による原価法 

   半製品、原材料 

    総平均法による原価法

  （２）たな卸資産

   製品、仕掛品

同左

   半製品、原材料

同左

  （２）たな卸資産

   製品、仕掛品

同左

   半製品、原材料

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

  （１）有形固定資産

    定率法

     ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物

附属設備は除く)について

は定額法によっておりま

す。

     なお、耐用年数は以下の

とおりであります。

建物 ３～50年

その他 ２～20年

２ 固定資産の減価償却の方法

  （１）有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

  （１）有形固定資産

同左

  （２）無形固定資産

    定額法

     なお、ソフトウェア(自

社利用分)については、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によ

っております。

  （２）無形固定資産

同左

  （２）無形固定資産

同左

  （３）長期前払費用

     定額法

  （３）長期前払費用

同左

  （３）長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準

  （１）貸倒引当金

    売掛金等の債権貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

３ 引当金の計上基準

  （１）貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

  （１）貸倒引当金

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  （２）  ―――――   （２）役員賞与引当金

    役員の賞与支給に備えるた

め、当事業年度における支給

見込額に基づき、当中間会計

期間負担額を計上しており 

ます。

  （２）  ―――――

  （３）退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。

    過去勤務債務は、その発生

時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（5年）による定額法により

按分した額を費用処理してお

ります。

    数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度より費用

処理しております。

  （３）退職給付引当金

 同左  

  （３）退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。

    過去勤務債務は、その発生

時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（5年）による定額法により

按分した額を費用処理してお

ります。

    数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度より費用

処理しております。

  （４）役員退職慰労引当金

    役員及び執行役員の退職に

より支給する退職慰労金に充

てるため、支給内規に基づく

中間会計期間末要支給額を計

上しております。

  （４）役員退職慰労引当金

同左

  （４）役員退職慰労引当金

    役員及び執行役員の退職に

より支給する退職慰労金に充

てるため、支給内規に基づく

期末要支給額を計上しており

ます。

  （５）  ――――― 

 

  （５）受注損失引当金

    受注契約に係る損失に備え

るため、当中間会計期間末に

おいて将来の損失発生が見込

まれ、かつ当該損失額を合理 

的に見積もることが可能なも

のについて損失見込額を引当

計上しております。 

 

  （５）  ―――――

４ リース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

つきましては、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ ヘッジ会計の方法

  (１)ヘッジ会計の方法

     金利スワップについて

は、特例処理の要件を充た

しているため、特例処理に

よっております。

５ ヘッジ会計の方法

  (１)ヘッジ会計の方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

  (１)ヘッジ会計の方法

同左

  (２)ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段

     金利スワップ取引

    ヘッジ対象

     借入金に係る変動金利

  (２)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  (２)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  (３)ヘッジ方針

     借入金に係る金利変動リ

スクを回避する目的で金利

スワップ取引を利用してお

ります。

  (３)ヘッジ方針

同左

  (３)ヘッジ方針

同左

  (４)ヘッジ有効性評価の方法

     特例処理による金利スワ

ップであるため、有効性の

評価は省略しております。

  (４)ヘッジ有効性評価の方法

同左

  (４)ヘッジ有効性評価の方法

同左

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

       同左

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 消費税等の会計処理
      同左



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

 
  

追加情報 

  

 
  

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 
―――――

（役員賞与に関する会計基準）

  当中間会計期間より「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準第4 号 平成17 年11 月29 日）

を適用しております。これにより

従来と比較して、営業損失、経常

損失はそれぞれ25 百万円増加し、

税引前中間純利益は同額減少して

おります。

―――――

 
―――――

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準）

  当中間会計期間より「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第5 号 平

成17 年12 月9 日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第8 号 平成17年12 

月9 日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響は

ありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は27,051 百万円

であります。 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間末における中

間貸借対照表の純資産の部につき

ましては、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。

―――――

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

―――――

（役員退職慰労引当金）

  役員及び執行役員の退職により

支給する退職慰労金に充てるため

支給内規に基づく要支給額を計上

しておりましたが、平成18 年3 月

28 日開催の取締役会において平成

18 年6 月29 日開催の定時株主総

会終結の時をもって役員退職慰労

引当金制度を廃止することを決議

し、同総会で退職慰労金の打ち切

り支給案が承認されました。 

 これに伴い「役員退職慰労引当

金」を全額取崩し、当中間会計期

間末における未払額310 百万円に

ついては、固定負債の「その他」

として計上しております。

 

――――― 

 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

10,704百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

10,961百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

10,740百万円

 

 

※２ 担保資産及び担保資産に対応

する債務

 担保資産

  有形固定資産     百万円

建物及び 
構築物

1,049(1,049)

機械及び装置 659 (659)

車両及び 
運搬具

1 (1)

工具器具及び 
備品

432 (432)

土地 143 (143)

投資有価証券 6,192

  計 8,479(2,287)

 担保資産に対応する債務

短期借入金 3,681 百万円

長期借入金 920

  計 4,601 (500)
 
   上記のうち（ ）内書は工場財

団抵当並びに当該債務を示して

おります。

 

 

※２ 担保資産及び担保資産に対応

する債務

 担保資産

  有形固定資産     百万円

建物及び
構築物

1,031(1,031)

機械及び装置 765 (765)

車両及び
運搬具

1 (1)

工具器具及び
備品

398 (398)

土地 143 (143)

投資有価証券 4,409

  計 6,750(2,340)

 担保資産に対応する債務

短期借入金 2,442 百万円

長期借入金 2,708

  計 5,150 (500)

     上記のうち（ ）内書は工場財

団抵当並びに当該債務を示して

おります。

 

 

※２ 担保資産及び担保資産に対応

する債務

 担保資産

  有形固定資産     百万円

建物及び
構築物

1,043(1,043)

機械及び装置 708 (708)

車両及び
運搬具

1 (1)

工具器具及び 
備品

423 (423)

土地 143 (143)

投資有価証券 4,796

 計 7,117(2,321)

 担保資産に対応する債務

短期借入金 3,167 百万円

長期借入金 2,608

 計 5,775 (500)

     上記のうち（ ）内書は工場財

団抵当並びに当該債務を示して

おります。

３ 受取手形割引高

1,464百万円

３ 受取手形割引高

1,499百万円

３ 受取手形割引高

1,399百万円

４       ―――――

 

４  期末日満期手形及びファクタリ

ング対象の買掛金は期末日に決

済が行われたものとして処理し

ており、その額は次のとおりで

あります。

受取手形 17 百万円

支払手形 582

ファクタリング
対象の買掛金

1,665

４       ―――――

５ 消費税等の取扱い

   仮払消費税及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

５ 消費税等の取扱い

同左

５       ―――――

６ 貸出コミットメント契約

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引金融機関６

行と貸出コミットメント契約を

締結しております。

   この契約に基づく当中間会計

期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

貸出コミット 
メント総額

5,000百万円

６ 貸出コミットメント契約

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引金融機関５

行と貸出コミットメント契約を

締結しております。

   この契約に基づく当中間会計

期間末の借入未実行残高等は次

のとおりであります。

貸出コミット
メント総額

5,000 百万円

６ 貸出コミットメント契約

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引金融機関６

行と貸出コミットメント契約を

締結しております。

   この契約に基づく当事業年度

末の借入未実行残高等は次のと

おりであります。

貸出コミット
メント総額

5,000 百万円



 

借入実行残高 500

差引 4,500
 

借入実行残高 ―

差引 5,000
 

借入実行残高 ―

差引 5,000



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益のうち主要なもの

 受取配当金 134百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

 受取配当金 146百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取配当金 175百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

 支払利息 95 百万円

 手形売却損 13 

 支払金融費用 39

※２ 営業外費用のうち主要なもの

 支払利息 92 百万円

 手形売却損 9

 支払金融費用 23

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 193 百万円

手形売却損 22

支払金融費用 61

―――

 

※３ 特別利益のうち主要なもの

 退職給付
 引当金戻入益

284 百万円

 固定資産売却益 34

―――

※４ 特別損失のうち主要なもの

 ゴルフ会員 
 権評価損

13 百万円

 固定資産 
 売廃却損

10
 

※４ 特別損失のうち主要なもの

 固定資産
 売廃却損

6百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの

過年度
 損益修正損

147 百万円

固定資産
 売廃却損

41

５ 減価償却実施額

 有形固定資産 310 百万円

 無形固定資産 41 

５ 減価償却実施額

 有形固定資産 314 百万円

 無形固定資産 44

５ 減価償却実施額

有形固定資産 661 百万円

無形固定資産 89

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 58,168 4,195 ― 62,363



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額

 

その他 
（器具・備品）
(百万円)

取得価額相当額 407

減価償却累計額 
相当額

178

減損損失累計額 
相当額

10

中間期末残高 
相当額

217

 

その他
（器具・備品）
(百万円)

取得価額相当額 425

減価償却累計額
相当額

233

減損損失累計額
相当額

10

中間期末残高 
相当額

180

 

その他 
（器具・備品） 
(百万円)

取得価額相当額 416

減価償却累計額
相当額

215

減損損失累計額
相当額

10

期末残高
相当額

189

(2) 未経過リース料中間期末残高 

相当額等
  未経過リース料中間期末残高 
  相当額

(2) 未経過リース料中間期末残高 

相当額等
  未経過リース料中間期末残高
  相当額

(2) 未経過リース料期末残高 

相当額等
 未経過リース料期末残高相当額

 

 

１年以内 71百万円

１年超 150

  計 221
 

リース資産減損勘定中間期末残高

3百万円

 なお、取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当額につい

ては、未経過リース料中間期末残高

の有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

 

 

１年以内 66百万円

１年超 125

  計 191
 

リース資産減損勘定中間期末残高

2百万円

同左

 

 

１年以内 66 百万円

１年超 125

  計 192

リース資産減損勘定期末残高

2百万円

 なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額に

ついては、未経過リース料期末

残高の有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、財

務諸表等規則第８条の６第２項

の規定に基づき支払利子込み法

により算定しております。

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

 

支払リース料 31百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

2

減価償却費相当額 28

 

支払リース料 37百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

0

減価償却費相当額 36
 

支払リース料 69百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

3

減価償却費相当額 65

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

  平成18年11月15日開催の取締役会において、平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に

記載又は記録された株主に対し、次のとおり剰余金配当を行うことを決議いたしました。 

 
  

摘        要
前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度 
（平成18年3月31日）

関係会社株式 （百万円） （百万円） （百万円）

 貸借対照表計上額 625 718 693

 時価 4,906 5,694 6,263

 差額 4,281 4,975 5,570

①配当金の総額 219百万円

②１株当たり配当金 ３円50銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成18年12月8日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第141期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長

に提出 

  

  



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月16日

株式会社京三製作所 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社京三製作所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社京三製作所及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

港陽監査法人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士  久  野  和  義  ㊞

業務執行社員 公認会計士  山   口    洋  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表

に添付する形で別途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月18日

株式会社京三製作所 

取締役会 御中 

 

  
 

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社京三製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社京三製作所及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

監査法人トーマツ

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  松   崎    信  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  安   原  清  一 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  水   上  亮 比 呂 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表

に添付する形で別途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月16日

株式会社京三製作所 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社京三製作所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第141期事業年度の中間会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社京三製作所の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

港陽監査法人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士   久   野   和   義   ㊞

業務執行社員 公認会計士  山    口   洋  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月18日

株式会社京三製作所 

取締役会 御中 

 

  
 

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社京三製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第142期事業年度の中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社京三製作所の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

監査法人トーマツ

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  松   崎    信  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  安   原  清  一 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  水   上  亮 比 呂 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管しております。
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